
会 社 案 内

C O M P A N Y  P R O F I L E
公 司 簡 介

商号 アジア開発キャピタル株式会社
住所 東京都中央区月島1-2-13 ワイズビルディング4F
設立 1922年（大正11年）2月7日
資本金 4,325,783,597円 ／ 2019年3月31日現在
決算期 毎年3月31日
代表者 代表取締役社長　網屋信介
事業内容 投資事業 / 金融事業
上場市場 東京証券取引所　第二部上場（コード：9318）
発行済株式総数 472,435,456株 ／ 2019年3月31日現在

Trade name:  Asia Development Capital Co., Ltd.
Address:  Y’s Bldg. 4F, 1-2-13 Tsukishima, Chuo-ku, Tokyo
Established:  February 7, 1922
Capital:  ¥4,325,783,597 (as of March 31, 2019)
Fiscal Year end:  March 31
President and CEO:  Shinsuke Amiya
Main businesses:  Investment/Finance
Listing: Tokyo Stock Exchange, Second Section (Code: 9318)
Total number of outstanding shares:  472,435,456 (as of March 31, 2019)

公司名稱 亞洲開發資本株式會社
地址 東京都中央區月島｠1-2-13｠Y‘ｓ Bldg.｠4樓
公司成立日 1922年2月7日
資本金 4,325,783,597日圓／2019年3月31日為止
結算期 每年3月31日
法人代表 社長　網屋信介
業務內容 投資業務 / 金融業務
上市證券交易所 東京證券交易所　第二部上市（證券代碼：9318）
已發行股份總數 472,435,456股 / 2019年3月31日為止



アジア開発キャピタル株式会社代表取締役社長の
網屋信介でございます。

当社は、1952 年日本橋倉庫株式会社として産声
を上げました。その後、社名変更、投資業への参入、
倉庫業からの撤退などを経て 2015 年以降香港の
投資会社新鴻基ファイナンシャル・グループの一員
として現在に至っております。

2016 年新鴻基グループからの要請により、私が
当社の代表取締役として就任して以来、当社グルー
プのポートフォリオの見直し、社内体制の見直し、
社外取締役の導入、不良債権の整理等を行ってま
いりました。同時に、日本国内での中古品買い取
り事業・金融事業、マレーシアでのバイオマス発
電原料の輸出事業、そして中国での日本食レストラ
ン事業などの新規事業を開始いたしました。
今後とも皆様からのさらなるサポートを心よりお願
い申し上げます。

2019 年 7月
アジア開発キャピタル株式会社
代表取締役社長　網屋信介

網屋信介先生是亞洲開發資本株式會社的社長，
十分榮幸為您介紹本公司。
　
本公司 1952 年以日本橋倉庫株式會社命名成立。
其後，歷經變更公司名稱、跨足投資業、退出倉庫
業等。2015 年接受香港投資公司「新鴻基金融集
團」出資，成為其旗下公司之一。
｠
我於 2016 年受新鴻基集團之邀，就任亞洲開發資
本株式會社社長。上任後我重新審視了本公司的投
資組合及內部結構、積極引入外部董事，重新審視
公司債務。同時開展了在日本的中古品收購業務和
金融業務、此外也開始了馬來西亞的生物質燃料出
口業務，以及在中國的日本料理餐飲等新業務。

今後也衷心希望得到大家的支持。本公司全體員工
會繼續努力，為公司發展竭盡全力，力求回饋股東，
履行社會責任。 
｠
2019 年 7月
亞洲開發資本株式會社
社長　網屋信介

It has been a privilege and honor to serve 
as the CEO of Asia Development Capital 
Co., Ltd..
The company was founded in 1952 as 
Nihonbashi Warehouse Co., Ltd. Later it 
changed its name due to the withdrawal 
from the warehousing business and made 
inroads into the investment business. In 
2015, Asia Development Capital became a 
member of the Hong Kong-based Sun Hung 
Kai Financial Group and remains so to this 
day.

Since I was appointed the CEO of Asia 
Deve lopment  Cap i ta l  in  2016,  at  the 
request of the Sun Hung Kai Financial 
Group, we have reviewed our portfolio and 
internal systems.
We have also introduced external directors 
and disposed of nonperforming assets. We 
have simultaneously launched a broad 
range of new enterprises, including the 
purchase and sale of secondhand goods in 
Japan, financial ventures, the export of 
biomass fuels for power generation from 
Ma l a ys i a ,  and  J apanese  r e s t au ran t  
businesses in China.
I sincerely look forward to your ongoing 
cooperation and support.

Shinsuke Amiya
President and CEO
Asia Development Capital Co., Ltd.
(July 2019)

アジアをフィールドにグループの総合力、多彩なリソースを活用

以亞洲為軸心、結合新鴻基金融集團的發展優勢，發揮產融結合，進而提升經濟效益。

Leveraging the group’ s collective strength and diverse resources around 
Asia

発展するアジア諸国と日本を繋ぐプラットフォーム

日本與亞洲發展中國家的貿易橋樑

A platform for connecting Japan with rapidly growing countries of Asia

Change　Speed　Ownership　Accountability　Performance Culture

当社グループは、

1. Change
（常に変革し続けます） 

2. Speed
（常に敏速に行動します）

3. Ownership
（すべての社員が株主意識を持ち業務に取り組みます）

4. Acountability
 （企業としての説明責任を果たします）

5. Performance Culture
（業績連動の報酬体系を確立します）

という経営理念の下で日本およびアジア各国の産
業文化の懸け橋として、国内外の社会への貢献を
目指すとともに、投資事業を通じてステークホル
ダーへの経済的貢献を目標としております。また、
上場企業として、リスク管理の徹底、内部統制の
強化に努めております。特に、海外事業については、
新鴻基 FG の協力のもとにその投資リスクの分散
を図ってまいります。

1. Change

2. Speed

3. Ownership

4. Acountability

5. Performance Culture

In accordance with the five management 
principles above, our Group aspires to 
serve as a bridge between the industrial 
cultures of Japan and other Asian countries 
in order to make a positive social impact 
both in Japan and internationally. Through 
our investment business, we also aim to 
contr ibute economica l ly  to a l l  of  our 
stakeholders.

As a publ ic company, we work hard to 
practice exhaustive risk management and 
e f fec t i ve  i n te rna l  con t ro l .  W i t h  ou r  
overseas businesses in par t icu lar, we 
cooperate with the Sun Hung Kai Financial 
Group to spread investment risk.

本集團基於以下所列
｠
1.Change
（持續創新）
｠
2.Speed
（領先決策）
｠
3.Ownership
（股東意識）
｠
4.Acountability
（卓越擔當）
｠
5.Performance Culture
（高效團隊）
｠
結合上述經營理念，作為日本與亞洲各國在產業文
化上的橋樑，盡最大可能對國內外社會做出貢外的
同時，透過投資業務，為合作公司提供經濟效益。
此外，作為上市公司，我們致力於更全面的風險管
理，並加強內部管控，尤其海外業務， 在與新鴻基
金融集團合作之基礎上，力求分散投資風險。



発行可能株式総数 1,300,000,000 株
発行済株式総数 472,435,456 株 ／ 2019 年 3月 31日現在
株主数 22,818 名 ／ 2019 年 3月 31日現在
上場証券取引所 東京証券取引所 第二部上場
株式公開 1963 年 7月
証券コード 9318
1 単元の株式数 100 株
決算期日 毎年 3月 31日
定時株主総会基準日 毎年 3月 31日
株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社
貸借対照表および
損益計算書掲載のURL http://www.asiadevelop.com/

IR 情報

I N V E S T O R  R E L A T I O N S



100％子会社である株式会社トレードセブンは質屋業、および
「BRAND-PIT」の名称で中古ブランド品等買取販売業を行ってお
ります。2018年 5月には「BRAND-PIT 銀座本店」をオープン
し本八幡店とともに 2店舗体制となっております。

商号 株式会社トレードセブン
住所 東京都中央区銀座7-5-5 長谷第一ビル3F
設立 2014年（平成26）8月1日
資本金 100,000,000円 ／ 2019年3月31日現在
決算期 毎年3月31日
代表者 代表取締役社長　宮内淳智
事業内容 質屋業 ／ 古物売買

F I N A N C I A L  B U S I N E S S

金融事業



「HonMono Japan Food Town 臻萃本物（しんすいほんもの）」は、2018年 9月にグランドオープンした、
中国福建省福州市の福州中城大洋百貨 7Ｆフロア全体を使用した総合日本食レストラン街です。

高級和食レストランからカフェ・スイーツ店までの全 9飲食形態の店舗に加え、様々なイベントを開催予定の「楽一楽・座」スペースも併設。
中国と日本を「食・物・事（楽）」を通してつなぐ、空間と体験を提供しております。

京都祇園小路
静かな落ち着いた環境の店内で、
多彩な日本食を楽しんでいただ
けるラウンジレストラン。

銀座 長谷川
洗練された寿司と、

季節の創作日本料理を楽しんでいただける
本格寿司割烹。

大阪千房
お好み焼一筋 40余年で築き上げた

信頼の味。

横浜家系拉麵 produced by すずき家
「家系ラーメン」発祥の地、
横浜の絶品とんこつラーメン。

麵屋武一
焼き鳥職人とラーメン職人の技の

融合で生まれた
“濃厚鶏白湯ラーメン”。

HonMono CAFE
パティシエ藤堂栄男監修、
至極のスイーツを取り揃える。

抹茶カフェ辻利茶舗
宇治の老舗が作る、抹茶を使った

ドリンクやスイーツ。

焼肉料亭 神戸 明治庵
高級和牛の炭火焼きを

手頃な価格で食していただける
「本格的焼肉料亭」。

東京 聖 相撲鍋屋
オーストラリア高級和牛を
中心に、食べ放題で楽しんでい

ただける人気牛鍋店。



Cleath Energy Malaysia Sdn. Bhd. は、バイオマス燃料の１つである PKS（パーム椰子種子殻：パーム油の生産過程で発生する廃棄物）を
マレーシアで加工し、主に日本のバイオマス発電事業者及び仲介する商社向けに出荷しています。

今後は、長期安定的な契約とスポット契約のバランスを取りながら、
日本の PPS（特定規模電気事業者：電力供給事業企業）への安定的に提供できる体制を構築していく計画です。

商号 Cleath Energy Malaysia Sdn. Bhd.
住所 No.237, Lot 7894, 2nd Floor, Assyakirin Commerce Square,  
 Jalan SultanLskandar, 97000, Bintulu, Sarawak, Malaysia
設立 2015年（平成27年）5月22日
資本金 737,550マレーシアリンギット ／ 2019年3月31日現在
代表者 Executive Director 背戸 克稔
 Managing Director 小川 泰史
事業内容 バイオマス燃料供給事業

B i o m a s s  f u e l  s u p p l y  b u s i n e s s  i n  M a l a y s i a

マレーシア バイオマス燃料供給事業

サラワク州ビントゥル


